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①　事務事業の目的・内容

平成30年度 令和元年度 目標方向

1 80 64 →
2
3
4
5

0.17 1122 1,122 0.13 858

0 0 0 0 0

②R1年度
に実施し
た取り組
み

自己が身につけたい知識や技術の取
得を支援した。町内在住の一般企業
の経営者を招き管理職マネジメント
研修を４回連続講座で実施した。

④今後の改
善計画

効果測定の方法を考える。

総合評価 Ⅲ　要改善（事業は継続するが、更なる改善が必要）

（２）事務事業の業務改善について

①R1年度
の改善計
画

管理職の資質向上を目的とした研修
を実施する。

③取組の課
題

効果測定の必要がある。同
一人が複数研修を受講する
反面、多忙で受講できない
人がいる傾向がある。

目標達成度 Ａ達成できた

町関与の必要性 Ａ町が担うべき 効率性
対象者の適切性 Ａ対象者は適切である

コストの削減 Ｂ削減の余地がややある

（１）事務事業についての評価及び今後の方向性

個別評価 必要性

今後の必要性 A 必要性は高まると考えられる 有効性

内訳
一般職員（人・千円） 0.17

臨時職員（人・千円） 0

③　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善＜※主管課長記入＞

1,584 1,689 2,198
人件費（千円）B 1,122 1,122 858

全体事業費（千円）A+B 2,706 2,811 3,056
財源
内訳

直接事業費Ａ 1,584 1,689 2,198
　　　　　うち一般財源

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和2年度（予算）

回 75

事業内容

・自治会館組合主催のステップ研修、マネージャー研修に参加し、階層別の課題や解決策を学び、自治体職員の役割の認識を向上する。
・一般社団法人が主催する研修に参加し、業務に直結する専門的な知識を習得する。
・研修機関に派遣し、社会情勢の急激な変化や地方分権がすすむ中、地域の活性化等様々な課題に的確に対応できるよう実践的かつ専門研修に参加（自治大
学校、市町村アカデミー）
・講師を依頼し、法制実務、コンプライアンス及び時代に応じた研修を実施し社会的信用を獲得する。
・「旧員弁郡定住自立圏構想　市町職員交流・人材育成事業」により、いなべ市と東員町それぞれの研修事業において相互に参加する。
・職場内研修として、「税財政制度」、「地方公務員制度」、「地方自治制度」、「個人情報保護」等について、自治大学校修了者等による研修を実施す
る。

②　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

指標

指標名 平成29年度 単位 令和２年度（目標）

研修開催（参加）回数 75

主要施策
③　人材育成

事業
目的 対象 東員町職員

目的（対象がどのよ
うな状態になっている

か）

町の様々な行政課題や社会情勢を的確に捉え、住民のニーズ
に即した知識と能力を持った職員となる。

施　策
語らいのあるまち 課名 総務課
行財政運営の充実したまちをつくる 係名 人事係
町民サービスの向上

事務事業Ｎｏ． 1- 2

事業名 職員研修費
会計
一般


